
 
 
 
 
 

 
「問題を抱える子ども等の自立支援事業」における活動内容 
～適応指導教室を核とした訪問指導員による不登校児童生徒及びその保護者への効果的な支

援の在り方～                        山梨県教育委員会  

生徒指導・進路指導総合推進事業 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
◇事業の内容・特徴等について 
２ 研究の構想           
 （１）研究テーマ   
   テーマ「訪問指導員による不登校児童生徒及びその保護者への効果的な支援の在り方」 
 
 

 
１．山梨県の概要 
（平成２３年５月１日現在） 

人口   ８５８，９７６  人 
世 帯 数 ３２８，４３７  戸 
面積   ４，４６５．３７ ㎢ 
市町村数  13 市 8 町 6 村 
 

２．山梨県の学校数（H23年度国公私立） 
 小学校  ２００校（含む分校） 
 中学校   ９８校（含む分校） 
 高等学校  ４４校（全日制） 
        ８校（定時制） 
        ４校（通信制） 
 特別支援学校１２校 
 幼稚園   ７４校 

 
３．山梨県の教育 
◇基本理念 
 ふるさとを愛し，世界に通じる人づくり 
◇基本目標 
 個性を生かし，生きる力をはぐくむ 
 「やまなし」人づくり 
◇施策の柱 
・学校教育の充実 
・家庭，地域，学校の連携 

自治体・団体の概要 
 

事業実施の背景 

 

 文部科学省における平成２２年度「児童生徒の問題行

動等生徒指導上の諸問題に関する調査」によると，全国

の小・中学校での不登校児童生徒数は，小学校で約２万

１千人，中学校で約９万３千人に上ります。 

不登校の要因や背景を考察すると，子どもたちは，人

間関係がつくれないことなどの「社会性」の伸長が図ら

れない状況にあったり，学力不振，極度の不安などに見

られる本人の問題などがあったりと，様々な要因が絡み

合っている姿が浮き彫りになってきます。 

地域の特色・事業実施の背

景

本県においては，不登校の問題は平成１９年度に「不

登校出現率全国ワースト」となり，その後，現場の先生

方や関係機関の方々の御協力を得る中で，様々な取組を

とおして不登校者数は年々減少し，不登校出現率も平成

２２年度には，全国平均を下回るまでに回復しました。

しかし，不登校者数は平成２２年度においても，小・

中学校であわせて８００人を上回るなど，依然として大

変憂慮すべき状況であり，本県の重要課題の一つである

ことにかわりはありません。 

このような状況の中，本県では，不登校児童生徒が学

校への復帰をめざすために，適応指導教室「こすもす教

室」を県内３箇所に設置するとともに，さらに積極的な

働きかけをするべく，訪問指導員を配置し，ひきこもり

傾向にある児童生徒への対応に取り組んできました。 



 （２）テーマを設定した背景 
  不登校の要因・背景が複雑化かつ多様化しており，不登校の状態が長期間にわたっているため，在籍校への

復帰ができないだけでなく，適応指導教室（こすもす教室）への通室も困難となり，自宅や自室に引きこもっ

ている児童生徒も少なくない。そこで，研究１年目に作成した連携支援シートを活用し，訪問指導員によるひ

きこもりがちな不登校児童生徒及びその保護者への効果的な訪問指導を実施するとともに「こすもす教室訪問

指導実践事例集」の作成を行い，学校現場の先生方に役立てていただくための研究を進めてきた。 
 
（３）調査研究の推進組織体制 
 

不登校の子どもの自立支援 
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こすもす教室合同研究会・訪問指導研究会 

・情報交換  ・支援計画作成（連携支援シート） 

 ・事例検討   ・訪問指導員の研修 

   
 
（４）研究内容 
     ① 訪問指導員によるひきこもりがちな不登校児童生徒及び保護者への効果的な支援の在り方 
        ア 家庭にひきこもりがちな不登校児童生徒との効果的な面談方法 
       イ  家庭にひきこもりがちな不登校児童生徒の保護者との面談の在り方 
      （不安や悩みの軽減・解消，子どもへの関わり方の助言，学校との関わり方の助言等） 
        ウ 訪問指導員と学校との連携の在り方 
     ② 家庭にひきこもりがちな不登校児童生徒やその保護者の変容についての記録や分析 
        ア 記録や分析をするためのシート（連携支援シート）のフォーマットの完成 
        イ 連携支援シートを活用して，具体的な事例の分析・考察 
     ウ 「こすもす教室訪問指導実践事例集」を発行 
 
（５）検証の視点，方法       

① 対象児童生徒と保護者への働きかけやその後の変容の記録を集積し，事例を分析することにより，その 
成果と課題を明確化 

② 必要な情報や指導を記録するためのシート（連携支援シート）のフォーマットの研究を進め，その有効 
性を検証 



③ 訪問指導員の指導力を高めるための研修内容と方法について研究 
④ 運営協議会において，訪問指導の有効性について情報交換を行い，事業評価 
⑤ 訪問指導の在り方やその方法等の検証結果及び事例研究会の成果を生かし，学校現場で参考となる「こ 

すもす教室訪問指導実践事例集」を発行した。 
 
３ 研究の取組事例 
（１）訪問指導員の訪問相談件数（Ｈ２２年度） 
    児童生徒の指導件数   小学生２８件，中学生１１９件  計       １４７  件 
    保護者の支援件数                 ４０件  計         ４０  件 
    学校への訪問回数   小学校２０回，中学校１５回  計         ３５  件 
 
（２）連携支援シートの活用 
   対象児童生徒の支援に関しての振り返りや担当者の 

引き継ぎに，また学校との連携に，利用できるフォー 
マットとした。そのために，訪問指導員だけでなく， 
学校の担当教師も負担が少なく活用できるように記述 
項目は基本的なものにした。 

   訪問指導で関わっている対象児童生徒についてこの 
連携支援シートに記録し，資料として収集を進め，事 
例研究会等で分析し，実践事例集としてまとめた。 

 
（３）訪問指導員の研修（Ｈ２２年度） 

各教室におけるスーパーバイザーを招請しての事例検討会           ３回 
県内の適応指導教室合同学習会                             ２回 
訪問指導員研究会                                         ５回 

                                           計             １０回 
 
（４）訪問指導員派遣までの流れ 
    ① 学校は保護者の相談を受け状況把握 

② 学校は「こすもす教室」に派遣要請 
③ 保護者は学校長あてに，「訪問指導申込書」を提出  
④ 学校長は「訪問指導要請書」を総合教育センター所長に提出 
⑤ 訪問指導の決定は，総合教育センター所長から文書により学校，保護者に通知 
⑥ 訪問指導員は，適応指導教室（こすもす教室）主幹の指示を受け，学校，保護者と連携をとりながら訪 

問指導 
 
◇ 事業の取組内容 
＜調査研究による取組＞ 
(１) 訪問指導員による引きこもりがちな不登校児童生徒及び保護者への支援について 



①石和こすもす教室２名，韮崎・都留こすもす教室各１名の計４名の訪問指導員は，教員やカウンセラーの資

格を有し、不登校児童生徒の指導経験が豊富で積極的に事業に取り組んでいる。 
②日常の訪問指導については，その指導内容や児童生徒の変容について，その都度記録しておき，ファイルに

とじて，効果的な訪問指導の在り方を探る資料とした。 
③学校と必要な情報交換を行うことにより，対象児童生徒の詳しい状況把握とその児童生徒に必要な対応を考

えた。 
④年度末には，訪問指導の取組状況，成果，課題，効果的な訪問指導の在り方についての所見等を記載した「訪

問指導のまとめ」を作成した。 
「訪問指導員による不登校児童生徒及びその保護者への効果的な支援の在り方（２年次）」 

 
(２) こすもす教室訪問指導実践事例集の発行 
①これまでの訪問指導の事例の中で，４名の指導員が連携支援シートを活用しながら，指導した事例の中から

８例を選び「こすもす教室訪問指導実践事例集」を作成した。 
「教室に入れなくなりひきこもった児童の訪問事例」，「学校と訪問指導員が連携し，タイミングを活かし

て通室につなげた事例」，「保護者を追いつめずに支えることの大切さ」，「連携により自己有用感の獲得

に取り組んだ事例」，「原因が分からないまま２年間ひきこもりが続いた事例」，「母親とともに子どもへ

の理解を深め高校進学の支援をした事例」，「小学校低学年から長期間不登校であった生徒の高校進学への

支援」，「発達障害が根底にあるひきこもり児童の再登校への支援」 
②訪問指導についての内容を加えたリーフレットの作成 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(３) 訪問指導員の研修 
①こすもす教室（県適応指導教室）合同研究会，県内の適応指導教室合同学習会，訪問指導員研究会，事例検

討会等，合計１５回の研修会を開催した。 
②県内適応指導教室間の情報交換や合同研修会を実施し，子ども理解や，指導法の改善に生かした。 



③関係機関の連携や研究成果の普及のため，運営協議会の開催を行った。 
 
 
◇ 今後の方向性展望について 
成果 
(１) 訪問指導員によるひきこもりがちな不登校児童生徒及び保護者への支援 

について 
①訪問指導を行うことで，家庭・学校・関係諸機関との連携を進めることが 
できた。訪問指導員による心理的な支援や保護者への助言により，ひきこ 
もりがちな子どもたちや保護者の心にゆとりが生まれ，より深い情報交換 
も可能になった。また，学校への直接的なクレームも減少し，各機関との 
連携もスムーズにできるようになった。 

②訪問指導の成果として，ひきこもっていた子どもたちが適応指導教室や学校へ通い始めるようになった。 
(２) 連携支援シートを活用した訪問指導について 
①連携支援シートを活用することで，生徒の状況理解が可能となり，指導の経過が明らかになった。また，次

の目標設定も明確となり，的確な指導・支援の方針を立てることができた。 
②連携シートの活用により，情報を共有し継続的に指導・支援することが可能となった。 
③長期短期の目標を明文化することにより，ゴールが明確になり，方針が立てやすくなった。また，子ども，

保護者と目標を共有することができた。 
(３) 訪問指導員の研修について 
①訪問指導員の研修では，県内外から経験豊かな専門家を講師に招き，学習会や事例検討会を実施することに

より，不登校校児童生徒や保護者の理解と具体的な対応の在り方について貴重な指導・助言を得ることがで

きた。 
②合同研修会では，学校や他機関と情報の共有が図られ，実際の場面で役立った。 
③運営協議会において，関係諸機関や他団体の意見を伺うことができ，大変参考になった。 
④訪問指導研究会の回数を増やしたことや事例検討会において大学教員の指導を受けたことにより，「こすも

す教室訪問指導実践事例集」の作成作業が順調に進んだ。 
課 題 
①不登校児童生徒が多様化する中，関係諸機関との連携は不可欠である。連絡協議会等の組織としての連携と

ともに，個別の事例に対する具体的な連携をさらに強化していく必要がある。 
②ひきこもり傾向や適応指導教室通室生徒の卒業後（義務教育修了後）のサポート体制の確立が必要である。 
③訪問支援については，各学校からの依頼を受けて行っているため，依頼がないと児童生徒の訪問支援は不可

能である。各学校が訪問指導の事業を積極的に活用してもらうような働きかけをさらに考えていきたい。 
 


